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達成状況

88.8%

27年度

インストラ
クター5人
入込客数

400人

目　標

次年度繰越額

①マリンインストラクター
・東村認定インストラクター　　５人
・ブルーツーリズム入込客数目標
　H27年度：400人　基準：77人（H22～25平
均）

29年度

執行率（％）(B/A) 86.5%

4,086

27年度

講習会3回
実務研修111日

-

(c)増減額(b-a)

－

3,268

不用額1331千円については、マリンインストラクター対象者の不慮の事故による残で、当初計画していた事業内容は実
施した。

30年度

0

4,755

0

3,804

予算の状況の説明

5,497

▲ 203

(d)繰越額

活動目標
（指標）

及び達成状況

　ＰＡ実務研修の日数については、１２０日を目標としていたが実数が１１１日なっている。理由として、悪天候等（台風・大雨
等）による利用キャンセルが生じた為である。しかし研修内容等の活動目標をほぼ達成しており、当初予定通り事業を終える
事ができた。

H27活動目標（指標）

マリンインストラクター育成
講習会8回
モニターツアー1回
先進地視察研修1回

達
成
状
況
説
明

実　績

講習会3回
実務研修120日

目　標

28年度 30年度

事業内容
村内の観光関連事業所と連携のもと、観光入込客数の増加及び受入体制の強化を目指し、マリンインストラクターや沖縄本島で唯一のプロジェ
クトアドベンチャー（冒険教育）のインストラクターの技術向上・育成を図る。

実施方法

28年度 29年度　26年度 27年度

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

B．執行済額

4,6005,497

企画観光課 沖縄振興基本方針
該当箇所

(b)予算現額

5,700

講習会8回
ﾓﾆﾀｰﾂｱｰ1回

先進地視察1回

Ⅲ-１-（１）

4,600

平成26～30年度

沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

予
算
の
状
況

(a)当初予算額

インストラ
クター1人
ＰＡ入込客
数5,500人

実　績

4,600

実　績

実　績

担当部課名

目　標

 　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

A．計(b+d)

30年度

プロジェクトアドベンチャー（冒険教育）イン
ストラクター育成
講習会3回
実務研修120日

世界に通用する観光人材の育
成

うち交付金充当額

目　標

H27成果目標（指標） 28年度

インストラクター5
人

入込客数1,295人

市町村名 東村

事業番号
・事業名

平成２７年度沖縄振興特別推進交付金事業（市町村分）検証シート【公表用】

第３章-３-（２）-エ
1－① 東村観光産業人材育成事業

事業実施
（予定）年度

29年度

講習会28回
ﾓﾆﾀｰﾂｱｰ1回

先進地視察1回

基準値
（23年度）

インストラクター1
人

ＰＡ入込客数7,385
人

成果目標
（指標）

及び進捗状況

進
捗
状
況
説
明

成果目標を達成しており、当初の予定通り事業を終える事ができた。

②プロジェクトアドベンチャー(冒険教育）イ
ンストラクター
・東村認定インストラクター　　１人
・ＰＡ入込客数目標
　H27年度：5,500人　基準：5,000人（H22～
25平
均）



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

（１）育成者のさらなる技術スキルアップに繋げるため、研修のバージョンアッ
プが必要である。

（２）一定のスキルをもったインストラクター等を育成するためには、継続的な
育成支援が必要である。

（３）育成者を多数育てたいが人材が不足しているので、村外から人を呼び
込む必要がある。

（１）育成者のスキルアップを図るため、人材育成等の研修をバージョンアッ
プしながら継続的に実施していくことが必要。育成者が就職した後も、研修を
受講できる体制の構築、より高度な研修内容の検討を行い、安心・安全を提
供できるよう取り組んでいく。

（２）短期・単発的な研修だけでなく、レベルに応じた研修を実施し、育成者の
技術向上に努める。

（３）育成者を多数育てるため、村外からも人を呼び込み移住させ、地域活性
化並びに産業の振興にも繋がるよう取り組む。

今後の取り組み方針

・人材育成を継続的に実施し、育成者のスキルアップ及び雇用の創出が図られるよう継続的に実施する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

4,086 4,086 3,268 818 0

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 〇事業の性質及び目的が競争入札に適しないことから、企
業組織、実績、知識等を勘案し、随意契約を締結した。

○活動目標・成果目標をほぼ達成しており、予算規模は適
正であったと考える。

○費用、使途については完了検査にて確認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

東村

4,086千円

委託料
1,386千円

ＮＰＯ法人東村観光推進協議会
1,386千円 マリンインストラクター育成に関する委託

委託料
2,700千円

東村ふるさと振興株式会社
2,700千円 ＰＡインストラクター育成に関する委託



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

H27成果目標（指標）

進
捗
状
況
説
明

県内ＰＲイベントは目標集客数を達成でき、本村のＰＲに繋げる事が出来た。次年度以後も場所や内容を変えながら実施して行く。
またＰＶを制作した事により観光、特産品、移住等に関する本村の魅力を手軽に分かり易く紹介するツールが出来たので、今後は各種イ
ベントでの活用やホームページやＳＮＳ等を利用する事で多くの人の目に触れる機会を作り、本村の魅力ＰＲに繋げていく。
イベント用品については、各種イベントや展示等で積極的に活用していく。

目　標

実　績

活動目標
（指標）

及び達成状況

イベント用品の整備
目　標

タペストリー３件
のぼり　の制作

実　績 ＰＶ制作完了

タペストリー３件
のぼり20組　の制作

実　績
タペストリー３件

のぼり20組　の制作

オリジナリティー（東村らしさ）溢れるタペス
トリー等を活かし東村の魅力周知が図られ
るＰＲ事業の着実な実施

成果目標
（指標）

及び進捗状況

ＰＶ作成完了

タペスト
リー３件

のぼりの制
作

12,171

ＰＶの常時上映を行い本村への誘客に向け
情報発信を行う

目　標 ＰＶ作成

目標値
（　年度）

県内ＰＲイベント来場者数　3,000人

目　標 3,000

実　績

ＰＶ（プロモーションビデオ）の制作
目　標 ＰＶの制作

28年度 29年度

達
成
状
況
説
明

実　績 延べ12,171人

基準値
（　年度）

実　績

27年度

県内イベントについては、台風接近による悪天候での実施となったが、本県の中心地である那覇市パレットくもじ前広場で実
施した事もあり、当初目標を大きく上回る12,171人の来場があった。
当日実施したアンケートから来場者全体の約１割（1,200人程度）が観光客であったと推計できる。
ＰＶやイベント用品については、当初の予定通り制作を終える事ができた。

28年度 29年度 30年度

目　標 来場3,000人
県内ＰＲイベントの開催　１回（2日間）

執行率（％）(B/A) 100% 100%

予算の状況の説明
本事業に関してはプロポーザル形式により業者選定を行い、予算を全額活用したため、不用額は発生しなかった。

H27活動目標（指標）

達成状況

27年度

次年度繰越額 0 0

うち交付金充当額 4,800 6,256

B．執行済額 6,000 7,820

A．計(b+d) 6,011 7,820

(d)繰越額 - －

7,820

(c)増減額(b-a) ▲ 359 0

30年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 6,370 7,820

(b)予算現額 6,011

事業内容

観光、特産品、移住等に関する東村の魅力を大々的にＰＲ活動を行い本村への誘客に繋げる活動を展開する。

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　26年度 27年度 28年度 29年度

東村の魅力ＰＲ事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（２）－（オ）

産業間連携の強化

担当部課名 企画観光課
事業実施

（予定）年度
Ｈ26～30年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（１）

市町村名 東村

平成２７年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

1－②



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○プロポーザル形式により業者選定を行い、妥当であったと
考えている。
○活動目標・成果目標をほぼ達成しており、予算規模は適
正であったと考える。
○費用・使途についてはプロポーザル企画書内で積算資料
の確認、実施報告での支出内容の確認を行っており、必要
なものであったと判断した。○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

県内ＰＲイベント

ＰＶ制作

イベント用品製作

7,820 7,820 6,256 1,564 0

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

県内ＰＲイベントは目標人数を達成出来たが、台風接近による悪天候での実
施となり、アトラクションの一部変更等があった。今後は悪天候でも支障の無
いような実施方法、臨機応変に対応できる準備が必要である。
デパート前での開催となったため、特産品の販売に関しては、デパート内で
の販売となり、会場との一体感が損なわれた。
ＰＶやイベント用品は制作後どのように活用していくかが重要であるため、積
極的に活用して行きたい。

県内ＰＲイベント自体は目標人数を達成出来たが、イベント中に行ったアン
ケートの結果、県外の方の殆どが東村を知らなかったと回答しており、認知
度の低さが改めて浮き彫りとなった。
今年度実施したＰＶの作成が、県外へ向けた認知度向上に繋がって行くよ
う、多くの人の目に触れる機会を作っていく必要がある。

予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

東村の認知度の低さを改善し、観光、特産品、移住等に関する東村の魅力を発信していくため、今後も毎年ＰＲイベントを実施する。
ＰＲのための画像・映像・グッズ・印刷物等が不足している事から、次年度はこれらの制作も進めていく予定である。

今後の取り組み方針

東 村

7,820千円

委 託 費

7,820千円

（株） 宣 伝

7,820千円



( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

進
捗
状
況
説
明

前回のボランティア数を超える参加者人数になった。目標の５００名は未達成でしたが、各種団体と連携し村内民への周知等がしっかりで
きていたため本事業への関心度は高まってきてます。次回への期待ができる。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

27年度 28年度

418 478

目標値
（　　年度）

・花いっぱい運動ボランティア作業参加者
目標
（基準：H26年　418名　　H27年目標　500
名）

目　標 400 500

実　績

達
成
状
況
説
明

目標を達成したことで、村内にお花が増え観光地のイメージ向上が図れた。

H27成果目標（指標）
基準値

（　年度）
26年度

目　標 250 200

実　績 250 200

予算の状況の説明 当初の計画どおり予算を執行できた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H27活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

村内主要幹線道路沿いへのプランターの
設置

執行率（％）(B/A) 96.7% 97.7%

次年度繰越額

うち交付金充当額 3,094 3,126

B．執行済額 3,868 3,908

A．計(b+d) 4,000 4,000

(d)繰越額

(c)増減額(b-a) 0 0

(b)予算現額 4,000 4,000

(a)当初予算額 4,000 4,000

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

予
算
の
状
況

企画観光課
事業実施

（予定）年度
平成26～28年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ-１-（１）

事業内容 地域の景観や魅力向上のため、花いっぱいの村づくりを推進し、東村むらぐるみ花いっぱい運動への参加促進に向けた施策を展開する。

市町村名 東村

平成２７年度沖縄振興特別推進交付金事業（市町村分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

1－③ 東村花いっぱい運動推進事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章-３-（２）-ウ

観光客の受入体制の整備

担当部課名



○事業実施実行委員会への支出であり、適正であった。
○活動目標・成果目標をほぼ達成しており、予算規模は適正
であったと考える。

○費用、使途については完了検査にて確認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

ー 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

3,938 3,908 3,126 782 30

今後の取り組み方針

地域住民主体の事業展開を図りつつ、継続可能な計画を行う。また、県内各事例を調査、視察し本事業の発展へ繋げる。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・一年をとおして花いっぱいの村づくりを推進するために、村内各種団体と
連携して幹線道路沿いへのプランター設置や、花の植え付け作業などを
行った。
・事業推進には地域ボランティアの参加が必要である。
・草花の選定及び植え付け場所の検討。
・県内各事例を調査し、視察を行う。

・継続的な維持管理の作業が重要であることから、作業の効率化等の検討が
必要である。
・各字区長と連携し、各地域でのボランティア作業の推進を図り、植え付け場
所や草花の選定を実施する。

東 村

３，９０８千円
ひｇ

補助金

３，９０８千円
ひｇ

東村むらぐるみ花いっぱい推進協議会

３，９０８千円ｇ

東村花いっぱい運動
推進事業実施への

・交付対象外経費 ３０千



( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

市町村名 東村

平成２７年度沖縄振興特別推進交付金事業（市町村分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

1－④ 沖縄やんばるアドベンチャーラリー推進事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章-２-（１）-イ

スポーツアイランド沖縄の形成

担当部課名 企画観光課
事業実施

（予定）年度
平成26～28年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ-１-（１）

事業内容
「沖縄やんばるアドベンチャーラリー」は、東村の豊かな自然をフィールドにトレイルランとシーカヤックを活用したアドベンチャーレースであり、観
光誘客をはかるため該当イベントを開催する。

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

26年度 　27年度 28年度 29年度 30年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 3,945 3,000

(b)予算現額 3,945 3,000

(c)増減額(b-a) 0 0

(d)繰越額

A．計(b+d) 3,945 3,000

B．執行済額 3,945 3,000

うち交付金充当額 3,156 2,400

次年度繰越額

沖縄やんばるアドベンチャーラリーの実施

執行率（％）(B/A) 100.0% 100.0%

予算の状況の説明 当初の計画どおり予算を執行できた。

H27活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 　　28年度 29年度

目　標 実施 実施

実　績 実施 実施

実　績
395名

うち県外36名
４２０名

うち県外１９名

26年度 27年度 28年度
目標値

（　　年度）

210名
うち県外20名

４３５名
うち県外５０

名

活動目標
（指標）

及び達成状況

達
成
状
況
説
明

平成２８年２月に開催された「やんばる東村アドベンチャーラリー」は、当日の天候が懸念されたが、計画通りに実施することができ成功を
収めた。
アドベンチャーラリーの特性上、コースを毎年変える必要があるため、今回も新しい施設や地元の喫茶店などを利用し、東村内の新しい
観光スポットを県内外の参加者に周知することができ、誘客効果の成果があったと考える。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H27成果目標（指標）
基準値

（　年度）

進
捗
状
況
説
明

今回は参加人数４２０名・達成率96.5％（県外参加者１９名・達成率38％）でした。県内外への宣伝等を行った結果、県内の人気は高く参
加人数も前年より増加したのですが、県外参加者はリピーターの方が多く、新規の参加者が少なかった。

大会参加者目標435名　うち県外50名

目　標



総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

5,168 3,000 600 2,1682,400

今後の取り組み方針

本事業の普及、県外からの参加者の増員を図るため、宣伝活動等を再検討し実施していく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

受益者との負担関係は妥当であるか。

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・本事業は誘致の面では一定の効果があったが、県外からの参加者が少な
かった為、本事業の普及を図る、宣伝活動等を再検討し、実施していく必要
がある。
・本事業は、東村の豊かな自然をフィールドにトレイルランとシーカヤックを
活用したアドベンチャーレースであり、該当イベントの実施、普及を図る。

今回も県内の人気が高く参加者が多かった。今後は県外からの参加者増員の
計画を再検討する必要がある。県外への周知強化に努める。

交付金
充当額

市町村
負担金

○

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

○事業実施実行委員会への支出であり、適正であった。
○活動目標・成果目標をほぼ達成しており、予算規模は適正
であったと考える。
○大会参加者から参加料を徴収している。
○費用、使途については完了検査にて確認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

東 村

３，０００千円
ひｇ

補助金

３，０００千円
ひｇ

やんばる東村

アドベンチャーラリー実行委員

３，０００千円ひｇ

イベント開催に

係る

経費の補助

・交付対象外経費 ２，１６８千円



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

市町村名 東村

平成２７年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

1－⑤ 東村ダムツーリズム推進事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（２）－（ウ）

観光客受入体制の整備

担当部課名 企画観光課
事業実施

（予定）年度
平成27～29年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（１）

事業内容 沖縄県最大の福地ダムの湖面等を活用したプログラムをさらに推進し、ダムツーリズムプログラムの充実・強化を図るため、調査を実施する。

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 2,500

(b)予算現額 2,500

(c)増減額(b-a) 0

(d)繰越額 0

A．計(b+d) 2,500

次年度繰越額

B．執行済額 2,484

うち交付金充当額 1,987

調査の実施

執行率（％）(B/A) 99%

予算の状況の説明 執行率99%で予定通りの予算執行となった。

H27活動目標（指標）

達成状況

27年度 28年度 29年度 30年度

実　績 資源等の調査実施

目　標 調査

実　績

プログラム内容
検討

観光スポットの検討
目　標

観光スポットの
検討

実　績 現地調査の実施

実施に向けて必要な施設等の検討

目　標

管理、運営方法（利用ルール）の検討

目　標

実　績

管理・運営方法
の検討

湖面利用における
ルール調査を実施

達
成
状
況
説
明

カヌー等を利用して福地ダム湖面及び各支流の資源の調査を実施した。
観光スポット及びプログラムの内容検討として、活用が期待されるウコール山の踏査を実施した。
管理、運営方法として、現在ダム管理者の定めた使用ルールの調査及び聞き取りを実施した。
必要な施設等の検討を、現地踏査した際に安全面を考慮した場合に必要とされる施設を確認した。

活動目標
（指標）

及び達成状況

プログラムの内容検討
目　標

実　績

施設等の検討

現地調査の実施

現地調査による確認

H27成果目標（指標）
基準値

（　年度）
27年度 28年度

調査報告書の作成

29年度
目標値

（　年度）

調査の完了
目　標 調査報告書

実　績

進
捗
状
況
説
明

ダムの西側の利用が多く想定されるため、重点的に調査・踏査を実施。
東側の多くは北部訓練場共同使用区域の範囲となっており、湖面や支流の利用が限られるため調査の範囲が限られた。
今後北部訓練場が返還された場合は随時調査等を実施する必要がある。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

基本計画策定のための課題等条件整理
目　標

課題等条件
整理

実　績 条件整理



Ｈ28年度・・・基本計画の策定
Ｈ29年度・・・基盤整備
Ｈ30年度・・・ダムツーリズムの実施

資金の流れ

今後の取り組み方針

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

国立公園指定並びに世界自然遺産登録等への動きがある。
また、福地ダム周辺を含む北部訓練場は米軍専用施設と日米地位協定に基
づく共同使用の範囲からなるため利用が制限される。

現在ツーリズムのフィールドとして使用していない場所なので、ガイドが少な
い。

国立公園並びに世界遺産登録等への動きがある中で、環境に配慮した形で
のツーリズムを実施する必要がある。
また、福地ダム周辺を含む北部訓練場は米軍専用施設と日米地位協定に基
づく共同使用の範囲からなるため、一部返還等が合った場合に追加の調査
や踏査が必要になってくると考えられる。

地域との深い繋がりがある場所なので、地元ガイドの養成をおこなう必要が
ある。

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

交付対象
事業費

2,484 2,484 1,987 497 0

総事業費

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

〇 支出先の選定方法は妥当か。
○委託事業者は指名競争入札で選定しており、妥当であっ
たと考えている。
○不用額は事業費の５％以内であり適正な規模であった。

○費目、使途については精算段階で検査を実施しており、目
的に即し、必要なものであったと判断した。

〇 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

〇 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

東村
2,484千円

委託料
2,484千円

有限会社 MUI景画

2,484千円
プログラム実施に向けての調査



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H27成果目標（指標）

41,000人

35,000人

基準値
（　年度）

27年度 28年度 29年度

市町村名 東村

平成２７年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

1－⑥ 東村つつじ祭り強化事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（２）－ア

目標値
（　年度）

観光客受入体制の整備

担当部課名 企画観光課
事業実施

（予定）年度
平成27～30年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（１）

事業内容 本村の一大イベントである東村つつじ祭りを充実させ、本村の魅力を来園者(観光客等）に周知し、観光産業の活性化を図る。

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 4,000

(b)予算現額 4,000

(c)増減額(b-a) 0

(d)繰越額 0

A．計(b+d) 4,000

B．執行済額 4,000

うち交付金充当額 3,200

次年度繰越額 0

執行率（％）(B/A) 100%

予算の状況の説明 当初の計画どおり予算を執行できた。

H27活動目標（指標）

達成状況

27年度 28年度 29年度 30年度

・園内ライトアップの実施

目　標 実施

実　績 実施

活動目標
（指標）

及び達成状況

達
成
状
況
説
明

つつじ祭り強化事業の取組として、夜間ライトアップ及びステージイベントを計画通り実施した。来園者も目標人数を上回り、観光振興に
繋げる事ができた。

・ステージイベントの実施

目　標 実施

来園者数35,000人
（Ｈ26＝33,000人）

目　標

実　績

実　績 実施

進
捗
状
況
説
明

つつじ祭り強化事業の取組として、夜間ライトアップ、及びステージイベントを計画通り実施した結果、来園者数は目標値以上となった。



○委託事業者はプロボーザル方式で選定しており、妥当で
あったと考えている。
○活動目標・成果目標をほぼ達成しており、予算規模は適
正であったと考える。
○費目、使途については精算段階で検査を実施しており、目
的に即し、必要なものであったと判断した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

今後の取り組み方針

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

4,000 4,000 3,200 800 0

改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　本村のつつじ祭りは、沖縄花のカーニバルとして定着しているイベントと
なっており、つつじ祭りをの情報発信を強化し、県内外からの来園者（観光
客）へ本村及び沖縄県の魅力を伝え観光振興につなげる。

・今後は、つつじ祭りの魅力を県内外問わず発信するため、関係団体と連携
する。
特に県内旅行代理店への営業やＨＰでの情報発信を強化する。

・ライトアップの時間計画に改善が必要である。（予定は午後6時～午後8時ま
での予定であったが、日没時間が予定より遅く、時間を変更して対応した）

・屋外ステージでの事業展開であり、悪天候時のスケジュールの確立が必要
である。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

　つつじ祭り強化事業を継続していき、来園者の増加に向けて情報発信を強化し、開催時のイベントや演出の内容を適宜改善し来園者の満足度向上に努める。
その中でリピーターを増やし本村の観光振に繋げる。

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化）

東村

4,000千円

委託費
4,000千円

（株）日本広告
4,000千円

東村観光客受入体制強化事業
（東村つつじ祭り機能強化事業）



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

設機能強化工事
(第２工区)の完

了

進
捗
状
況
説
明

活動目標
（指標）

及び達成状況

達
成
状
況
説
明

施設機能強化（2工区）照明灯、音響設備、浄化槽等機能強化、倉庫、ミーティング棟の機能強化が計画的に実施できた。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H27成果目標（指標）
基準値

（　年度）
27年度 28年度 29年度

目標値
（　年度）

　各種競技会、合宿・観光事業等の利用と利便性の向上が図られ多様な主体による広域的、重層的な連携と交流が図ることができる施
設の機能強化を実施する事ができた。

　各種競技会、合宿・観光事業等の利用が
図られるよう施設供用開始に向けた事業の
確実な実施

目　標

実　績

設機能強
化工事(第
２工区)の

実施

・倉庫、ミーティングルームの建築
　延床面積：250㎡程度

目　標 工事の実施

実　績 工事の実施

目　標 工事の実施

29年度 30年度

実　績 工事の実施

照明灯、音響設備、浄化槽等機能強化工
事

執行率（％）(B/A) 95.5% 86%

予算の状況の説明 入札残により不用額が生じたが、当初計画していた事業内容を実施できた。

H27活動目標（指標）

達成状況

27年度 28年度

次年度繰越額

うち交付金充当額 50,097 107,973

B．執行済額 62,622 134,967

A．計(b+d) 65,569 156,465

(d)繰越額 0

(c)増減額(b-a) 11,737 0

(b)予算現額 65,569 156,465

(a)当初予算額 53,832 156,465

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

予
算
の
状
況

教育委員会
事業実施

（予定）年度
平成26～27年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－４

事業内容 各種競技会・合宿・観光事業等の利便性向上を図るため、施設の機能強化を図る。

市町村名 東村

平成２７年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

2ー① 東村屋内運動施設機能強化事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第５章　３－（１）－ウ

　生活圏の充実

担当部課名



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○支出先の選定については、指名競争入札で行い、適正規
模の執行ができている。
○活動目標・成果目標をほぼ達成しており、予算規模は適
正であったと考える。
○費目・使途については、事業目的達成のため必要である。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

134,967 134,967 107,973 26,994 0

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

本事業を実施し、スポーツ合宿・スポーツイベント誘致や各種イベントの開催
により新しいスポーツ文化産業を創出し、他地域の人々との交流機会の拡
大や観光関連事業の振興についても取組を強化する。

村内外の社会体育施設や各種団体との連携を図り、豊かな自然環境を活か
した多様なイベントの立案や大会の開催を盛り込んだ活力的・効率的な利用
が図れるよう事業を展開する。

今後の取り組み方針

各種スポーツ大会・健康増進イベント・修学旅行等の入村離村式・スポーツ合宿等を開催し利用者の拡大を図る。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

東村

134,967千円

委託費

3,564千円

工事請負費

131,403千円

（有）山口建設
55,013千円

（株）国吉設計
3,564千円

ヤナギ電設工業（株）
26,062千円

（株）名護電水センター
19,440千円

（有）北勇工業
30,888千円

東村屋内運動施設機能強化工事（その２）
工事監理業務

東村屋内運動施設機能強化工事（その2）

－1 （建築工事）

東村屋内運動施設機能強化工事（その2）
－2 （電気機械設備工事）

東村屋内運動施設機能強化工事（その2）
－3 （機械設備工事）

東村屋内運動施設機能強化工事（その2）
－4 （電気設備工事）



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

進
捗
状
況
説
明

村内3小学校へデジタル教科書の整備を行い、電子黒板を活用した授業を行うことで、学習に対する興味・関心が高まった。
児童へのアンケート調査の結果から、低学年→９６．６％、中学年→８８．６％、高学年→６９．４％となり、学習に対する興味・関心が高
まった割合から見ると、高学年に比べ低学年が高いことが分かる。しかしながら、高学年においても、目標３０％の２倍以上の割合を占
めており、どの学年においても目標を達成できた。

実　績

84.86%

目　標

目標値
（　年度）

学習に対する興味・関心が高まった児童
30％
（児童へのアンケートにより把握）

目　標 30%

実　績

達
成
状
況
説
明

村内3小学校へデジタル教科書の整備を行った。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H27成果目標（指標）
基準値

（　年度）
27年度 28年度 29年度

目　標

実　績

目　標 小学校３校

実　績 小学校３校

予算の状況の説明 入札により、適正に執行。予算残額分は、入札残。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H27活動目標（指標）

達成状況

27年度 28年度 29年度 30年度

デジタル教科書整備学校数

執行率（％）(B/A) 96%

次年度繰越額 0

うち交付金充当額 4,141

B．執行済額 5,176

A．計(b+d) 5,417

(d)繰越額 0

(c)増減額(b-a) 0

(b)予算現額 5,417

(a)当初予算額 5,417

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

予
算
の
状
況

教育委員会
事業実施

（予定）年度
平成27～28年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－３

事業内容

学習環境の向上を図り、児童・生徒の学習に対する興味・関心を高めるため、デジタル教科書を整備する。

市町村名 東村

平成２７年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

3－① デジタル教科書整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章　５　（３）　ア

確かな学力を身につける教育の
推進

担当部課名



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○支出先の選定については、指名競争入札で行い、適正規
模の執行ができている。
○学校現場と十分調整の上、数量、内容ともに必要量を整
備した。
○費目・使途については、事業目的達成のため必要である。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○ 支出先の選定方法は妥当か。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

東村
5,176千円

消耗品購入費
5,176千円

有限会社図書教材
5,176千円

デジタル教科書購入

5,176 5,176 4,141 1,035 0

今後の取り組み方針

教員がデジタル教科書を積極的に活用し、授業の質の向上を図るためにも、操作研修会等を行う。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

教科書改訂に伴いデジタル教科書を導入する際は、年度当初から児童・生
徒並びに教員がデジタル教科書を利用できるように検討する必要がある。

校内研修においてデジタル教科書の活用の向上を図り、教員同士でもデジタ
ル教科書の使用方法について情報交換を行えるように取り組む。



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

進
捗
状
況
説
明

預かり保育実施園２園に預かり保育担当を各１人配置している。
預かり保育を希望する共働き世帯からの申請を全て受け入れており、預かり保育実施率は１００％である。

実　績

100%

目　標

目標値
（　年度）

共働き世帯希望者からの受入率

目　標 100%

実　績

達
成
状
況
説
明

村内２園に２人（各園に１人）配置し、預かり保育を実施した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H27成果目標（指標）
基準値

（　年度）
27年度 28年度 29年度

目　標

実　績

目　標 ２園：２人

実　績 ２園：２人

予算の状況の説明 当初計画していた人員を配置でき、事業計画どおり適正に執行できた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H27活動目標（指標）

達成状況

27年度 28年度 29年度 30年度

２幼稚園に２名（各幼稚園に１名づ
つ）預かり保育担当を配置する。

執行率（％）(B/A) 100%

次年度繰越額 0

うち交付金充当額 1,386

B．執行済額 3,006

A．計(b+d) 3,006

(d)繰越額 0

(c)増減額(b-a) 68

(b)予算現額 3,006

(a)当初予算額 2,938

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

予
算
の
状
況

教育委員会
事業実施

（予定）年度
平成27～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－３

事業内容

共働き世帯のニーズに対応する為に、村内２幼稚園において預かり保育を実施する。

市町村名 東村

平成２７年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

3－② 幼稚園預かり保育事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章 ５ （１） ア

地域を大切にし、誇りに思う健全な青少年
の育成／地域における子育て支援の充実

担当部課名



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

交付対象外経費
1,274千円

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○支出先の選定方法については、基本、有資格者を優先し
ており、雇用する際は、人格や人柄、協調性等に配慮してい
る。
○預かり保育担当の配置については、２幼稚園で各園１人
の配置で適正な規模となっている。
○預かり保育料については、世帯の課税状況に応じた負担
となっており、受益者との負担関係については妥当である。
○費目・使途については、支出等に関する書類により確認、
適正である。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

東村
1,732千円

賃金　1,732千円
預かり保育担当(2人)

1,732千円

預かり保育担当賃金
東幼稚園　1人

有銘幼稚園　1人

3,006 1,732 1,386 346 1,274

今後の取り組み方針

・引き続き子育て世帯のニーズに対応できるよう預かり保育を継続していくために、幼稚園教諭免許保持者や保育士免許保持者の人材確保できるように取り組ん
でいく。
・幼稚園教諭と預かり保育担当との情報共有や連携を強化していく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

預かり保育担当の採用については、幼稚園教諭免許保持者や保育士免許
保持者を優先的に採用することを条件に募集しているが、十分な人材が確
保できず人員配置に苦慮している。

預かり保育担当の人材確保のため、早期から幼稚園教諭免許保持者や保
育士免許保持者の情報を、各幼稚園教諭等と連携をとり、情報を共有するこ
とが必要である。



( ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

進
捗
状
況
説
明

特別な支援を必要とする児童生徒の在籍する小中学校に対して５人の特別支援教育支援員を配置した。それにより、支援を必要とする
児童生徒の障害の度合いに応じ、学習活動・学校生活等への効果的な支援が行えており、適切な学習環境を保持することができた。

実　績

学習環境の保持

目　標

目標値
（　年度）

支援が必要な児童生徒の適切な学習環境
の保持

目　標
学習環境の

保持

実　績

達
成
状
況
説
明

当初計画では６人の特別支援教育支援員を配置予定でしたが、支援対象児童の転出により、村内１小学校に２人、２中学校
に３人の計５人を配置した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H27成果目標（指標）
基準値

（　年度）
27年度 28年度 29年度

中学校　３名

目　標 ２中学校：３人

実　績 ２中学校：３人

目　標 ２小学校：３人

実　績 １小学校：２人

予算の状況の説明
当初計画では６人を配置予定でしたが、支援対象児童の転出により、５人の配置を行った。予算残については、１人減に
よる残であり予算は適正に執行できた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H27活動目標（指標）

達成状況

27年度 28年度 29年度 30年度

小学校　３名

執行率（％）(B/A) 75%

次年度繰越額 0

うち交付金充当額 5,572

B．執行済額 7,580

A．計(b+d) 10,149

(d)繰越額 0

(c)増減額(b-a) 0

(b)予算現額 10,149

(a)当初予算額 10,149

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

予
算
の
状
況

教育委員会
事業実施

（予定）年度
平成27～33年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－３

事業内容

教育上、特別な支援を必要とする児童生徒が円滑な学校生活を送れるように、在籍する小中学校において特別支援教育支援員を配置する。

市町村名 東村

平成２７年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

3－③ 特別支援教育支援員配置事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章 ５ （４） ア

国際社会、情報社会に対応した教
育の推進

担当部課名



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

特別支援教育支援員賃金
　有銘小学校　２人
有銘中学校　2人
東中学校　1人

交付対象外経費
615千円

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○支出先の選定方法については、基本、有資格者を優先し
ており、雇用する際は、人格や人柄、協調性等に配慮してい
る。
○予算規模においては、支援が必要な児童の転出により、１
人配置減になったが、事業内容に見合った適正な規模であ
る。
○費目・使途については、、支出等に関する書類により確
認、適正である。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

東村
6,965千円

賃金　6,965千円
特別支援教育支援員

(５人)
6,965千円

7,580 6,965 5,572 1,393 615

今後の取り組み方針

・特別支援教育を必要とする児童生徒の実態が多様化しており、特別支援教育支援員の資質向上が求められているので研修会の内容を充実していく。
・支援を必要とする児童生徒の学習環境、生活環境継続保持のため、学校と連携しその実態把握を行い、特別支援教育支援員の人材確保及び適正な支援員の
配置を継続していくことが必要である。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・特別支援教育を必要とする児童生徒は年々増加傾向にあり、支援を必要と
する児童生徒のニーズも個々によって違うため、一人一人の実態や課題に
対応した支援が必要とされており、特別支援教育支援員のスキルアップが求
められる。

・平成１９年度の学校教育法改正により、小中学校に在籍する教育上特別な
支援を必要とする児童生徒に、障害による困難さを克服するための教育を行
うことが明確に位置づけられている。それにより地域の小中学校への就学を
希望する児童生徒・保護者は今後増加することが予想されるので、それぞれ
のケースに対応できるような支援が求められる。

・特別支援教育支援員の採用について、教員免許保持者を優先し、人格や
人柄、協調性等にも配慮して採用に至ることから、人材確保に苦慮してい
る。

・特別な支援を必要とする児童生徒のニーズに対応できるように、個々の実
態や課題を理解したり、具体的な関わり方等を習得できよう特別支援教育支
援員研修会を継続して行いスキルアップを図る。

・臨床心理士や特別支援教育巡回アドバイザー等の専門的な立場から指導
助言を得られるよう取り組む。

・特別支援教育支援員の人材確保のため、早期から教員免許保持者の情報
を、各校教諭等と連携をとり、情報を共有することが必要である。



( ） （ ） （ ） ( )

( ） （ ） （ ） ( )

( ) ( ） （ ） （ ） ( )

進
捗
状
況
説
明

本村が輩出した人材の功績や経歴、所有品等の紹介・展示を行い、観光誘客や人材育成を図る施設の整備に向けた実施設
計を行った。今後は基本設計を踏まえ工事を進めて行く。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

28年度 29年度

実施設計書
の完成

目標値
（　年度）

平成29年５月の供用開始に向けた事業の
着実な実施（実施設計書の完成）

目　標
実施設計
書の完成

実　績

達
成
状
況
説
明

東村観光誘客施設（仮称）整備の実施設計（建築・外構）を行った。

H27成果目標（指標）
基準値

（　年度）
27年度

外構実施設計の実施

目　標 実施設計

実　績 実施設計

目　標 実施設計

実　績 実施設計

予算の状況の説明 計画通りの内容を実施できた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H27活動目標（指標）

達成状況

27年度 28年度 29年度 30年度

建築実施設計の実施

執行率（％）(B/A) 99.9% 100.0% 100.0%

次年度繰越額 － － －

うち交付金充当額 3,948 12,873 14,256

B．執行済額 4,935 16,092 17,820

A．計(b+d) 4,940 16,092 17,820

(d)前年度繰越額 － － －

(c)増減額(b-a) ▲ 100 443 ▲ 18,285

(b)予算現額 4,940 16,092 17,820

(a)当初予算額 5,040 15,649 36,105

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

　25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

予
算
の
状
況

総務財政課
事業実施

（予定）年度
平成25～28年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ-１-（１）

事業内容 観光振興を図るため、東村が輩出した多彩な人材の功績や経歴、所有品等の紹介・展示等を行う観光拠点・情報発信施設を整備する。

市町村名 東村

平成２７年度沖縄振興特別推進交付金事業（市町村分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

4ー① 東村観光誘客施設（仮称）整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章-３-（１２）-ア

観光リゾート産業の振興

担当部課名



17,820 17,820 14,256

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価に関する説明

○委託事業者は、企業組織、実績、知識等を勘案した上で
指名業者を選定し、入札で契約の相手方を決定しており妥
当であったと考えている。
○活動目標・成果目標をほぼ達成しており、予算規模は適
正であったと考える。
○費目、使途については検査を実施しており、目的に即し、
必要なものであったと判断した。○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

支出先の選定方法は妥当か。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○

評価 点　検　項　目

3,564 0

今後の取り組み方針

これまで基本計画、基本設計、実施設計を終え、28年度に工事を進めて行く。
建設後の管理運営に方法関しての詳細を早めに確定し、管理予定者の意向も踏まえた形で事業を推進する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

基本設計を基に建築、外構の実施設計を行なった。

展示に関しては、本村の輩出した三顕彰者を通じて、沖縄・東村の魅力を訴
求する内容となるよう、顕彰者本人及び関係者との協議を重ね設計を行っ
た。

展示用コンテンツの作成の為に必要となる映像資料等の内容、権利者、版
権料等について確認を行い、コンテンツの充実を図る為の準備が必要であ
る。

基本計画において公設民営を考えてり、早めに指定管理者を選定する必要
がある。

施設の管理運営は少人数で行う事が前提となる為、少人数で高率よく管理
運営が行えるよう留意する。

東村

17,820千円

委託費

17,820千円

（株）国吉設計
17,820千円

東村観光誘客施設（仮称）建築・外構工事
実施設計業務



( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

進
捗
状
況
説
明

予定どおり設計業務を完了し、工事に向けての準備を進める事ができた。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

28年度 29年度

実施設計の完了

目標値
（　年度）

東屋実施設計の完了

目　標
実施設計
の完了

実　績

達
成
状
況
説
明

東村村民の森つつじ園の機能強化を図るため計画的に東屋の実施設計を行った。

H27成果目標（指標）
基準値

（　年度）
27年度

目　標
東屋実施設計

の実施

実　績 東屋実施設計の完了

予算の状況の説明 補正減については、入札残の減などによるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H27活動目標（指標）

達成状況

27年度 28年度 29年度 30年度

東屋　実施設計の実施

執行率（％）(B/A) 98.2% 100%

次年度繰越額

うち交付金充当額 77,564 2,505

B．執行済額 96,956 3,132

A．計(b+d) 98,746 3,132

(d)繰越額

(c)増減額(b-a) ▲ 7,030 ▲ 3,184

(b)予算現額 98,746 3,132

(a)当初予算額 105,776 6,316

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

予
算
の
状
況

企画観光課
事業実施

（予定）年度
平成25～31年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－（１）

事業内容 平成25年度に策定した「東村村民の森基本計画」を元に、つつじ園内各施設の機能強化を図り、当該施設の活性化につなげる。

市町村名 東村

平成２７年度沖縄振興特別推進交付金事業(市町村分)検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

６－① 東村村民の森(つつじ園･エコパーク)施設機能強化整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（２）－ア

国際的な沖縄観光ブランドの確
立

担当部課名



○委託事業者は指名競争入札で選定しており、妥当であっ
たと考えている。
○活動目標・成果目標をほぼ達成しており、予算規模は適
正であったと考える。
○費目、使途については検査を実施しており、目的に即し、
必要なものであったと判断した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

3,132 3,132 2,505 627 0

今後の取り組み方針

・今年度作成した設計を基に、利用者のニーズに対応した施設設備を行う。当該施設は本村の一大イベントであるつつじ祭りの開催場所であることから、計画的
に事業を展開する。また、機能強化した施設を有効に活用し本村の観光振興につなげる。

・平成28年度　東屋建築及び展望施設・事務所実施設計を計画している。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　綿密な打ち合わせや現場確認を行い、現場の状況と、それにより生じる支
障について検証を行い、利用者が快適且つ安全に施設を利用できるよう留
意した。

　施設の機能強化に伴い施設利用者が快適に滞在できるようになるため、今
後は関係機関と連携し誘客活動を推進する。

東村

3,132千円

委託費
3,132千円

（有）合同事務所碧
3,132千円



( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

進
捗
状
況
説
明

高江地域の活性化を図るため、地域活動拠点施設の基本構想・基本計画を策定した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

28年度 29年度

基本構想
基本計画策定

目標値
（　年度）

地域活動拠点施設の基本構想・基本計画
の作成の完了

目　標

基本構
想基本
計画策

定

実　績

達
成
状
況
説
明

高江地域の活性化を図るため、地域活動拠点施設の基本構想・基本計画を策定した。

H２７成果目標（指標）
基準値

（　年度）
27年度

目　標
基本構想・基本

計画策定

実　績
基本構想・基本計画

策定

予算の状況の説明 事業計画どおり執行を行った

活動目標
（指標）

及び達成状況

H２７活動目標（指標）
達成状況

27年度 28年度 29年度 30年度

地域活動拠点施設の基本構想・基本計画
の作成の実施

執行率（％）(B/A) 100.0%

次年度繰越額

うち交付金充当額 3,628

B．執行済額 4,536

A．計(b+d) 4,536

(d)繰越額

(c)増減額(b-a) ▲ 64

(b)予算現額 4,536

(a)当初予算額 4,600

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

予
算
の
状
況

総務財政課
事業実施

（予定）年度
平成27～29年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１－(１)

事業内容

　地域活動・地域行事（芸能祭等）伝統文化、芸能の場、交流の場としての利用を図り、体験・滞在・交流活動の場となる施設を整備する為の基
本構想・基本計画を作成する。

市町村名 東村

平成２７年度沖縄振興特別推進交付金事業（市町村分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

7－① 地域活動拠点活性化事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－２－(７)－イ

交流と共創による農山漁村の活
性化

担当部課名



〇委託の業者選定は、本村指名委員会で選定した業者を指
名競争入札により実施。
〇事業年度に見合った予算規模で適正であったと考える。
○費目、使途については検査を実施しており、目的に即し、
必要なものであったと判断した。

〇 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

〇 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

〇 支出先の選定方法は妥当か。

4,536 4,536 3,628 908 0

今後の取り組み方針

平成27年度において策定した基本計画を基に、平成28年度は、基本設計及び実施設計を行う。また、建設予定地となっている場所の測量、土地質調査も併せて
実施する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費交付金

充当額
市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　地域活動拠点活性化施設基本計画策定業務において整理した内容は、①
基礎調査（沖縄県、本村の上位・関連計画との整合性及び地域の現状・課題
の整理、現況調査、類似事例調査）を行い、②利活用計画、③施設設計、④
管理・運営計画を整理した。

　策定した基本計画を基に、実施設計を実施していくが、拠点施設を整備す
るにあたり建設委員会とのさらなる調査等をより密にしていく必要がある。

東村
4,536千円 委託料

4,536千円
（株）国建
4,536千円

地域活動拠点活性化施設施

設



( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

進
捗
状
況
説
明

本村における今後の交通弱者対策や観光の振興に資する公共交通のあり方について明らかにする為、現状分析や需要調査、村営公
共交通の運営に関するシミュレーションを行なった。

実　績

目　標

 

実　績 調査実施

調査の完了

目　標 調査の完了

達
成
状
況
説
明

本村における今後の交通弱者対策や観光の振興に資する公共交通のあり方について明らかにする為、現状分析や需要調査、村営公
共交通の運営に関するシミュレーションを行なった。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H２７成果目標（指標）
基準値

（　年度）
27年度 28年度 29年度

目標値
( 年度）

目　標 調査の実施

実　績 調査の実施

予算の状況の説明 事業計画どおり執行を行った

活動目標
（指標）

及び達成状況

H２７活動目標（指標）

達成状況

27年度 28年度 29年度 30年度

調査の実施

執行率（％）(B/A) 100.0%

次年度繰越額

うち交付金充当額 5,788

B．執行済額 7,236

A．計(b+d) 7,236

(d)繰越額

(c)増減額(b-a) ▲ 172

(b)予算現額 7,236

(a)当初予算額 7,408

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

予
算
の
状
況

総務財政課
事業実施

（予定）年度
平成27年 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－４

事業内容

本村における今後の交通弱者対策や観光の振興に資する公共交通のあり方について明らかにする為、現状分析や需要調査、村営公共交通の
運営に関するシミュレーション等を行う。

市町村名 東村

平成２７年度沖縄振興特別推進交付金事業（市町村分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

8－① 新しい地域公共交通調査事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－２－(３)－エ

福祉セーフティネットの形成

担当部課名



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

〇 支出先の選定方法は妥当か。
〇委託の業者選定は、本村指名委員会で選定した業者を指
名競争入札により実施。
〇事業年度に見合った予算規模で適正であったと考える。
○費目、使途については検査を実施しており、目的に即し、
必要なものであったと判断した。

〇 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

〇 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

7,236 7,236 5,788 1,448 0

今後の取り組み方針

本調査の結果を踏まえ、今後の交通弱者対策に関する村の方針を検討していく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　交通弱者対策や観光の振興に資する公共交通のあり方について、地域の
意見を踏まえ精査していく必要がある。又、路線バス等の既存公共交通手段
の運行についても検討する必要がある。

　交通弱者及び観光の振興に繋がるよう効率よく運行等が行えるよう留意す
る。

委託料
7,236千円

昭和（株）沖縄支社
7,236千円

東村

7,236千円 新しい地域公共交通調査業務



( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

進
捗
状
況
説
明

　災害時の情報伝達体制を強化する為、防災行政無線の戸別受信機を、土砂災害警戒区域、高潮や浸水被害の発生地域、要配慮者、
屋外スピーカーの難聴カ所等の住宅等に設置する。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

28年度 29年度

購入・設置の完了

目標値
( 年度）

戸別受信機を購入・設置の完了

目　標
購入・設置

完了

実　績

達
成
状
況
説
明

　災害時の情報伝達体制を強化する為、防災行政無線の戸別受信機を、土砂災害警戒区域、高潮や浸水被害の発生地域、要配慮者、
屋外スピーカーの難聴カ所等の住宅等に設置する。

H２７成果目標（指標）
基準値

（　年度）
27年度

目　標 購入・設置

実　績 購入・設置

予算の状況の説明 補正減については、入札残や戸別受信機数量の減などによるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H２７活動目標（指標）

達成状況

27年度 28年度 29年度 30年度

戸別受信機を購入・設置の実施

執行率（％）(B/A) 100.0%

次年度繰越額

うち交付金充当額 11,618

B．執行済額 14,522

A．計(b+d) 14,522

(d)繰越額

(c)増減額(b-a) ▲ 16,414

(b)予算現額 14,522

(a)当初予算額 30,936

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「交付金」＋
「市町村負担」
ベース）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

予
算
の
状
況

総務財政課
事業実施

（予定）年度
平成27年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－１０－(２)

事業内容

　災害時の情報伝達体制を強化する為、防災行政無線の戸別受信機を、土砂災害警戒区域、高潮や浸水被害の発生地域、要配慮者、屋外ス
ピーカーの難聴カ所等の住宅等に設置する。

市町村名 東村

平成２７年度沖縄振興特別推進交付金事業（市町村分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

9－① 東村防災情報伝達手段構築事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－２－(４)－イ

災害に強い県土づくりと防災体
制の強化

担当部課名



〇購入業者の選定は、本村指名委員会で選定した業者を指
名競争入札により実施。
〇事業年度に見合った予算規模で適正であったと考える。
○費目、使途については検査を実施しており、目的に即し、
必要なものであったと判断した。

〇 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

〇 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

〇 支出先の選定方法は妥当か。

14,522 14,522 11,618 2,904 0

今後の取り組み方針

毎年実施している防災訓練への住民参加の呼びかけ及び土砂災害警戒区域、高潮や浸水被害の発生地域、要配慮者、屋外スピーカーの難聴カ所等の住宅（住
民）に戸別受信機等の必要性を呼びかける。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

交付金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　災害時の情報伝達体制を強化する為、防災行政無線の戸別受信機を設
置。しかし、住民の理解が得られず土砂災害警戒区域、高潮や浸水被害の
発生地域、要配慮者、屋外スピーカーの難聴カ所等の住宅に設置できない
箇所が発生した。

　土砂災害警戒区域、高潮や浸水被害の発生地域、要配慮者、屋外スピー
カーの難聴カ所等の住宅に再度説明等を行ない理解して頂き設置の呼びか
けをにしていく必要がある。

沖縄パナソニック(株)
14,522千円

戸別受信機の購入・設置

東村

14,522千円
備品購入費
14,522千円


